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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　通信デバイスの電力消費を減少させる方法であって、当該方法は、
　WiFi通信速度に適合するとともに実際の送信電力におけるWiFi電力増幅回路のための最
小供給電圧を決定するステップと、
　データを送信するために前記WiFi電力増幅回路に動作電圧を提供するステップと、を含
み、前記動作電圧は、前記最小供給電圧よりも低くはなく、且つ、最大供給電圧よりも低
い電圧であり、
　WiFi通信速度に適合するとともに実際の送信電力におけるWiFi電力増幅回路のための最
小供給電圧を決定するステップは、
　前記WiFi通信速度及び前記実際の送信電力に対応する前記最小供給電圧を求めて電圧マ
ッピングテーブルを探索するステップを含み、
　前記電圧マッピングテーブルは、前記WiFi通信速度、最大送信電力、及び前記最小供給
電圧の間の1対1のマッピング関係を記録し、各々のWiFi通信速度は、少なくとも2つの異
なる最大送信電力に対応しており、前記少なくとも2つの異なる最大送信電力は、複数の
異なる最小供給電圧に個別に対応しており、前記最大送信電力は、WiFi通信プロトコルに
よって定義されるとともに前記最小供給電圧及び前記WiFi通信速度において実装すること
が可能である最大送信電力であり、前記電圧マッピングテーブルにおいて前記対応する実
際の送信電力を探索するステップは、前記実際の送信電力と同じ前記最大送信電力を探索
するステップである、
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　方法。
【請求項２】
　データを送信するために前記WiFi電力増幅回路に動作電圧を提供するステップの後に、
当該方法は、
　前記データの送信に成功したか否かを決定するステップと、送信に失敗した場合に、前
記WiFi電力増幅回路の実際の動作電圧として前記最大供給電圧を使用することによって前
記データを再送信するステップと、をさらに含む、請求項1に記載の方法。
【請求項３】
　WiFi通信速度に適合するとともに実際の送信電力におけるWiFi電力増幅回路のための最
小供給電圧を決定するステップは、あらかじめ設定された条件を満足する場合に実行され
、前記あらかじめ設定された条件は、
　前記通信デバイスがデータ送信要求を検出するという条件である、請求項1に記載の方
法。
【請求項４】
　WiFi通信速度に適合するとともに実際の送信電力におけるWiFi電力増幅回路のための最
小供給電圧を決定するステップの前に、当該方法は、
　WiFiアクセスポイントからの受信信号強度を検出するとともに、前記通信デバイスが前
記WiFiアクセスポイントにデータを送信するのに使用する前記WiFi通信速度を検出するス
テップと、
　前記受信信号強度及び前記WiFi通信速度にしたがって前記実際の送信電力を決定するス
テップと、を含み、より強い受信信号強度は、より小さな実際の送信電力を示すとともに
、より高いWiFi通信速度は、より小さな実際の送信電力を示す、請求項1乃至3のうちのい
ずれか1項に記載の方法。
【請求項５】
　前記受信信号強度及び前記WiFi通信速度にしたがって前記実際の送信電力を決定するス
テップは、
　電力マッピングテーブルから、前記受信信号強度及び前記WiFi通信速度に対応するあら
かじめ設定された送信電力を探し出すステップと、前記実際の送信電力として前記あらか
じめ設定された送信電力を決定するステップと、を含み、前記電力マッピングテーブルに
おいては、同じ受信信号強度の下での各々のWiFi通信速度は、1つのあらかじめ設定され
た送信電力に対応している、請求項4に記載の方法。
【請求項６】
　通信デバイスであって、
　当該通信デバイスは、WiFi回路を含み、前記WiFi回路は、WiFi電力増幅回路、電圧源、
及びWiFiチップを含み、前記WiFiチップは、前記WiFi電力増幅回路及び前記電圧源に個別
に接続され、前記電圧源は、前記WiFi電力増幅回路に接続され、
　前記WiFiチップは、WiFi通信速度に適合するとともに実際の送信電力における前記WiFi
電力増幅回路のための最小供給電圧を決定し、そして、データを送信するために前記WiFi
電力増幅回路に動作電圧を提供するように前記電圧源を制御し、前記動作電圧は、前記最
小供給電圧よりも低くはなく、且つ、最大供給電圧よりも低い電圧であり、
　前記WiFiチップは、
　前記WiFi通信速度及び前記実際の送信電力に対応する前記最小供給電圧を求めて電圧マ
ッピングテーブルを探索するように構成され、
　前記電圧マッピングテーブルは、前記WiFi通信速度、最大送信電力、及び前記最小供給
電圧の間の1対1のマッピング関係を記録し、各々のWiFi通信速度は、少なくとも2つの異
なる最大送信電力に対応しており、前記少なくとも2つの異なる最大送信電力は、複数の
異なる最小供給電圧に個別に対応しており、前記最大送信電力は、WiFi通信プロトコルに
よって定義されるとともに前記最小供給電圧及び前記WiFi通信速度において実装すること
が可能である最大送信電力であり、前記電圧マッピングテーブルにおいて前記対応する実
際の送信電力を探索することは、前記実際の送信電力と同じ前記最大送信電力を探索する
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ことである、
　通信デバイス。
【請求項７】
　前記WiFiチップは、さらに、WiFiアクセスポイントからの受信信号強度を検出するとと
もに、前記通信デバイスが前記WiFiアクセスポイントにデータを送信するのに使用する前
記WiFi通信速度を検出し、そして、
　前記受信信号強度及び前記WiFi通信速度にしたがって前記実際の送信電力を決定し、よ
り強い受信信号強度は、より小さな実際の送信電力を生じさせるとともに、より高いWiFi
通信速度は、より小さな実際の送信電力を生じさせる、請求項6に記載の通信デバイス。
【請求項８】
　前記WiFiチップは、さらに、電力マッピングテーブルから、前記受信信号強度及び前記
WiFi通信速度に対応するあらかじめ設定された送信電力を探し出し、そして、前記WiFi電
力増幅回路の前記実際の送信電力として前記あらかじめ設定された送信電力を決定し、前
記電力マッピングテーブルにおいては、同じ受信信号強度の下での各々のデータ送信速度
は、1つのあらかじめ設定された送信電力に対応している、請求項7に記載の通信デバイス
。
【請求項９】
　コンピュータ実行可能な命令を含むコンピュータプログラムであって、前記コンピュー
タ実行可能な命令は、通信デバイスの電力消費を減少させる装置のプロセッサで実行され
ると、前記装置に、
　WiFi通信速度に適合するとともに実際の送信電力におけるWiFi電力増幅回路のための最
小供給電圧を決定するステップと、
　データを送信するために前記WiFi電力増幅回路に動作電圧を提供するステップと、を含
む方法を実行させ、前記動作電圧は、前記最小供給電圧よりも低くはなく、且つ、最大供
給電圧よりも低い電圧であり、
　WiFi通信速度に適合するとともに実際の送信電力におけるWiFi電力増幅回路のための最
小供給電圧を決定するステップは、
　前記WiFi通信速度及び前記実際の送信電力に対応する前記最小供給電圧を求めて電圧マ
ッピングテーブルを探索するステップを含み、
　前記電圧マッピングテーブルは、前記WiFi通信速度、最大送信電力、及び前記最小供給
電圧の間の1対1のマッピング関係を記録し、各々のWiFi通信速度は、少なくとも2つの異
なる最大送信電力に対応しており、前記少なくとも2つの異なる最大送信電力は、複数の
異なる最小供給電圧に個別に対応しており、前記最大送信電力は、WiFi通信プロトコルに
よって定義されるとともに前記最小供給電圧及び前記WiFi通信速度において実装すること
が可能である最大送信電力であり、前記電圧マッピングテーブルにおいて前記対応する実
際の送信電力を探索するステップは、前記実際の送信電力と同じ前記最大送信電力を探索
するステップである、
　コンピュータプログラム。
 
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、通信分野に関し、特に、通信デバイス、及び通信デバイスの電力消費を減少
させる方法及び装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　通信デバイスの増加しつつある需要及び急速な発達に伴って、かつてないほど多くの端
末ユーザがそれらの通信デバイスを使用している。あるユーザは、より多くの適用シナリ
オにおいて、ＷｉＦｉを使用して、データサービス通信を実行するほうを好み、ＷｉＦｉ
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の利用シナリオは、より頻繁になっている。現在では、ＷｉＦｉアクセスポイント，　Ａ
Ｐ，にアクセスする通信デバイスは、ＷｉＦｉ電力増幅器に一定の供給電圧を提供し、そ
して、最大の供給電圧でＷｉＦｉ電力増幅器への電力を供給する。したがって、電力消費
は大きく、携帯用製品の耐久性に影響を与える。
【発明の概要】
【０００３】
　上記のことから、本発明の複数の実施形態は、通信デバイス、及び通信デバイスの電力
消費を減少させる方法及び装置を提供して、通信デバイスがデータを送信するのに必要と
する実際の送信電力にしたがって、その通信デバイスの中のＷｉＦｉ電力増幅器のための
供給電圧を動的に調整するとともに、その通信デバイスの電力消費を減少させる。
【０００４】
　第１の態様は、通信デバイスの電力消費を減少させる方法であって、ＷｉＦｉ通信速度
に適合するとともに実際の送信電力におけるＷｉＦｉ電力増幅回路のための最小供給電圧
を決定するステップと、データを送信するために前記ＷｉＦｉ電力増幅回路に動作電圧を
提供するステップと、を含み、前記動作電圧は、前記最小供給電圧よりも低くはなく、且
つ、最大供給電圧よりも低い電圧である、方法を提供する。
【０００５】
　第１の態様の実装に関して、第１の可能な実装において、ＷｉＦｉ通信速度に適合する
とともに実際の送信電力におけるＷｉＦｉ電力増幅回路のための最小供給電圧を決定する
ステップは、前記ＷｉＦｉ通信速度及び前記実際の送信電力に対応する前記最小供給電圧
を求めて電圧マッピングテーブルを探索するステップを含み、前記電圧マッピングテーブ
ルは、前記ＷｉＦｉ通信速度、最大送信電力、及び最小供給電圧の間の１対１のマッピン
グ関係を記録し、各々のＷｉＦｉ通信速度は、少なくとも２つの異なる最大送信電力に対
応しており、前記少なくとも２つの異なる最大送信電力は、複数の異なる最小供給電圧に
個別に対応しており、前記最大送信電力は、ＷｉＦｉ通信プロトコルによって定義される
とともに前記最小供給電圧及び前記ＷｉＦｉ通信速度において実装することが可能である
最大送信電力であり、前記電圧マッピングテーブルにおいて前記対応する実際の送信電力
を探索するステップは、前記実際の送信電力と同じ前記最大送信電力を探索するステップ
である。
【０００６】
　第１の態様の第１の可能な実装に関して、第２の可能な実装において、データを送信す
るために前記ＷｉＦｉ電力増幅回路に動作電圧を提供するステップの後に、当該方法は、
前記データの送信に成功したか否かを決定するステップと、送信に失敗した場合に、前記
ＷｉＦｉ電力増幅回路の実際の動作電圧として前記最大供給電圧を使用することによって
前記データを再送信するステップと、をさらに含む。
【０００７】
　第１の態様の実装に関して、第３の可能な実装において、ＷｉＦｉ通信速度に適合する
とともに実際の送信電力におけるＷｉＦｉ電力増幅回路のための最小供給電圧を決定する
ステップは、あらかじめ設定された条件を満足する場合に実行され、前記あらかじめ設定
された条件は、前記通信デバイスがデータ送信要求を検出するという条件である。
【０００８】
　第１の態様、及び、第１の態様の第１の可能な実装、第２の可能な実装、及び第３の可
能な実装に関して、第４の可能な実装において、ＷｉＦｉ通信速度に適合するとともに実
際の送信電力におけるＷｉＦｉ電力増幅回路のための最小供給電圧を決定するステップの
前に、当該方法は、ＷｉＦｉアクセスポイントからの受信信号強度を検出するとともに、
前記通信デバイスが前記ＷｉＦｉアクセスポイントにデータを送信するのに使用する前記
ＷｉＦｉ通信速度を検出するステップと、前記受信信号強度及び前記ＷｉＦｉ通信速度に
したがって前記実際の送信電力を決定するステップと、を含み、より強い受信信号強度は
、より小さな実際の送信電力を示すとともに、より高いＷｉＦｉ通信速度は、より小さな
実際の送信電力を示す。
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【０００９】
　第１の態様の第４の可能な実装に関して、第５の可能な実装において、前記受信信号強
度及び前記ＷｉＦｉ通信速度にしたがって前記実際の送信電力を決定するステップは、電
力マッピングテーブルから、前記受信信号強度及び前記ＷｉＦｉ通信速度に対応するあら
かじめ設定された送信電力を探し出すステップと、前記実際の送信電力として前記あらか
じめ設定された送信電力を決定するステップと、を含み、前記電力マッピングテーブルに
おいては、同じ受信信号強度の下での各々のＷｉＦｉ通信速度は、１つのあらかじめ設定
された送信電力に対応している。
【００１０】
　第２の態様は、通信デバイスの電力消費を減少させる装置であって、当該装置は、Ｗｉ
Ｆｉ通信速度に適合するとともに実際の送信電力におけるＷｉＦｉ電力増幅回路のための
最小供給電圧を決定するように構成される電圧決定モジュールと、前記電圧決定モジュー
ルに接続されて、データを送信するために前記ＷｉＦｉ電力増幅回路に動作電圧を提供す
るように構成される電力供給モジュールと、を含み、前記動作電圧は、前記最小供給電圧
よりも低くはなく、且つ、最大供給電圧よりも低い電圧である、装置を提供する。
【００１１】
　第２の態様の実装に関して、第１の可能な実装において、当該装置は、記憶モジュール
をさらに含み、前記記憶モジュールは、電圧マッピングテーブルを格納するように構成さ
れ、前記電圧決定モジュールは、前記ＷｉＦｉ通信速度及び前記実際の送信電力に対応す
る前記最小供給電圧を求めて前記電圧マッピングテーブルを探索するように構成され、前
記電圧マッピングテーブルは、前記ＷｉＦｉ通信速度、最大送信電力、及び前記最小供給
電圧の間の１対１のマッピング関係を記録し、各々のＷｉＦｉ通信速度は、少なくとも２
つの異なる最大送信電力に対応しており、前記少なくとも２つの異なる最大送信電力は、
複数の異なる最小供給電圧に個別に対応しており、前記最大送信電力は、ＷｉＦｉ通信プ
ロトコルによって定義されるとともに前記最小供給電圧及び前記ＷｉＦｉ通信速度におい
て実装することが可能である最大送信電力であり、前記電圧マッピングテーブルにおいて
前記対応する実際の送信電力を探索することは、前記実際の送信電力と同じ前記最大送信
電力を探索することである。
【００１２】
　第２の態様の第１の実装に関して、第２の可能な実装において、当該装置は、決定モジ
ュールをさらに含み、前記決定モジュールは、前記データの送信に成功したか否かを決定
するように構成され、送信に失敗した場合に、前記電力供給モジュールは、前記ＷｉＦｉ
電力増幅回路の実際の動作電圧として前記最大供給電圧を使用することによって前記デー
タを再送信する。
【００１３】
　第２の態様の第２の可能な実装に関して、第３の実装において、当該装置は、検出モジ
ュールをさらに含み、前記電圧決定モジュールが、前記ＷｉＦｉ通信速度に適合するとと
もに前記実際の送信電力における前記ＷｉＦｉ電力増幅回路のための前記最小供給電圧を
決定するステップは、あらかじめ設定された条件を満足する場合に実行され、前記あらか
じめ設定された条件は、前記検出モジュールがデータ送信要求を検出するという条件であ
る。
【００１４】
　第２の態様、及び、第２の態様の第１の可能な実装、第２の可能な実装、及び第３の可
能な実装に関して、第４の可能な実装において、当該装置は、電力決定モジュールをさら
に含み、前記電力決定モジュールは、ＷｉＦｉアクセスポイントからの受信信号強度を検
出するとともに、前記通信デバイスが前記ＷｉＦｉアクセスポイントにデータを送信する
のに使用する前記ＷｉＦｉ通信速度を検出し、そして、前記受信信号強度及び前記ＷｉＦ
ｉ通信速度にしたがって前記実際の送信電力を決定するように構成され、より強い受信信
号強度は、より小さな実際の送信電力を示すとともに、より高いＷｉＦｉ通信速度は、よ
り小さな実際の送信電力を示す。
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【００１５】
　第２の態様の第４の可能な実装に関して、第５の可能な実装において、前記電力決定モ
ジュールは、電力マッピングテーブルから、前記受信信号強度及び前記ＷｉＦｉ通信速度
に対応するあらかじめ設定された送信電力を探し出し、そして、前記ＷｉＦｉ電力増幅回
路の前記実際の送信電力として前記あらかじめ設定された送信電力を決定するように構成
され、前記電力マッピングテーブルにおいては、同じ受信信号強度の下での各々のデータ
送信速度は、１つのあらかじめ設定された送信電力に対応している。
【００１６】
　第３の態様は、通信デバイスであって、当該通信デバイスは、ＷｉＦｉ回路を含み、前
記ＷｉＦｉ回路は、ＷｉＦｉ電力増幅回路、電圧源、及びＷｉＦｉチップを含み、前記Ｗ
ｉＦｉチップは、前記ＷｉＦｉ電力増幅回路及び前記電圧源に個別に接続され、前記電圧
源は、前記ＷｉＦｉ電力増幅回路に接続され、前記ＷｉＦｉチップは、ＷｉＦｉ通信速度
に適合するとともに実際の送信電力における前記ＷｉＦｉ電力増幅回路のための最小供給
電圧を決定し、そして、データを送信するために前記ＷｉＦｉ電力増幅回路に動作電圧を
提供するように前記電圧源を制御し、前記動作電圧は、前記最小供給電圧よりも低くはな
く、且つ、最大供給電圧よりも低い電圧である、通信デバイスを提供する。
【００１７】
　第３の態様の実装に関して、第１の可能な実装において、前記ＷｉＦｉチップは、前記
ＷｉＦｉ通信速度及び前記実際の送信電力に対応する前記最小供給電圧を求めて電圧マッ
ピングテーブルを探索するように構成され、前記電圧マッピングテーブルは、前記ＷｉＦ
ｉ通信速度、最大送信電力、及び前記最小供給電圧の間の１対１のマッピング関係を記録
し、各々のＷｉＦｉ通信速度は、少なくとも２つの異なる最大送信電力に対応しており、
前記少なくとも２つの異なる最大送信電力は、複数の異なる最小供給電圧に個別に対応し
ており、前記最大送信電力は、ＷｉＦｉ通信プロトコルによって定義されるとともに前記
最小供給電圧及び前記ＷｉＦｉ通信速度において実装することが可能である最大送信電力
であり、前記電圧マッピングテーブルにおいて前記対応する実際の送信電力を探索するこ
とは、前記実際の送信電力と同じ前記最大送信電力を探索することである。
【００１８】
　第３の態様及び第３の態様の第１の可能な実装に関して、第２の可能な実装において、
前記ＷｉＦｉチップは、さらに、ＷｉＦｉアクセスポイントからの受信信号強度を検出す
るとともに、前記通信デバイスが前記ＷｉＦｉアクセスポイントにデータを送信するのに
使用する前記ＷｉＦｉ通信速度を検出し、そして、前記受信信号強度及び前記ＷｉＦｉ通
信速度にしたがって前記実際の送信電力を決定し、より強い受信信号強度は、より小さな
実際の送信電力を示すとともに、より高いＷｉＦｉ通信速度は、より小さな実際の送信電
力を示す。
【００１９】
　第３の態様の第２の可能な実装に関して、第３の可能な実装において、前記ＷｉＦｉチ
ップは、さらに、電力マッピングテーブルから、前記受信信号強度及び前記ＷｉＦｉ通信
速度に対応するあらかじめ設定された送信電力を探し出し、そして、前記ＷｉＦｉ電力増
幅回路の前記実際の送信電力として前記あらかじめ設定された送信電力を決定し、前記電
力マッピングテーブルにおいては、同じ受信信号強度の下での各々のデータ送信速度は、
１つのあらかじめ設定された送信電力に対応している。
【００２０】
　本発明においては、ＷｉＦｉ通信速度に適合するとともに実際の送信電力におけるＷｉ
Ｆｉ電力増幅回路のための最小供給電圧を決定し、そして、データを送信するためにＷｉ
Ｆｉ電力増幅回路に動作電圧を提供し、その動作電圧は、最小供給電圧よりも低くはなく
、且つ、最大供給電圧よりも低い電圧である。通信デバイスがデータを送信するのに必要
とする送信電力にしたがって、その通信デバイスの中のＷｉＦｉ電力増幅回路の動作電圧
を動的に調整することが可能であり、そのＷｉＦｉ電力増幅回路に最大供給電圧を常に提
供することを必要とはしない。したがって、通信デバイスの電力消費を減少させることが
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可能である。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
　従来技術にしたがった又は本発明の複数の実施形態にしたがった複数の技術的解決方法
をより明確に説明するために、以下の記載は、それらの複数の実施形態又は従来技術を説
明するのに必要となる複数の添付の図面を簡潔に説明する。明らかなことではあるが、以
下の説明の中の複数の添付の図面は、本発明の複数の実施形態のうちのいくつかを示し、
当業者は、さらに、創造的な努力なくして、これらの複数の添付の図面から他の図面を導
き出すことが可能である。
【００２２】
【図１】本発明の１つの実施形態にしたがった通信デバイスの概略的な構成図である。
【図２】図１における第１の実施形態にしたがったＷｉＦｉ回路の概略的な構成図である
。
【図３】本発明の第１の実施形態にしたがって通信デバイスの電力消費を減少させる装置
の概略的な構成図である。
【図４】本発明の第２の実施形態にしたがって通信デバイスの電力消費を減少させる装置
の概略的な構成図である。
【図５】本発明の第３の実施形態にしたがって通信デバイスの電力消費を減少させる装置
の概略的な構成図である。
【図６】本発明の１つの実施形態にしたがって通信デバイスの電力消費を減少させた結果
の概略図である。
【図７】本発明の第１の実施形態にしたがって通信デバイスの電力消費を減少させる方法
の概略的なフローチャートである。
【図８】本発明の第２の実施形態にしたがって通信デバイスの電力消費を減少させる方法
の概略的なフローチャートである。
【発明を実施するための形態】
【００２３】
　本発明の複数の実施形態の目的、技術的解決方法、及び利点をより明確にするために、
以下の記載は、本発明のそれらの複数の実施形態にしたがった複数の添付の図面を参照し
て、本発明のそれらの複数の実施形態にしたがった複数の技術的解決方法を明確かつ完全
に説明する。明らかなことではあるが、それらの説明される実施形態は、本発明の複数の
実施形態のうちのいくつかに過ぎず、すべてではない。創造的な努力なくして当業者が本
発明のそれらの複数の実施形態に基づいて取得することが可能であるすべての他の実施形
態は、本発明の保護の範囲に属するものとする。
【００２４】
　図１は、本発明の１つの実施形態にしたがった通信デバイスの概略的な構成図である。
通信デバイス１００は、無線周波数（Ｒａｄｉｏ　Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ，　ＲＦ）回路１
１１０、メモリ１１２０、入力ユニット１１３０、ディスプレイユニット１１４０、セン
サ１１５０、音声周波数回路１１６０、無線フィディリティー（ｗｉｒｅｌｅｓｓ　ｆｉ
ｄｅｌｉｔｙ，　ＷｉＦｉ）回路１１７０、プロセッサ１１８０、及び電源１１９０等の
構成要素を含む。これらの構成要素は、１つ又は複数の通信バス又は信号ケーブルを使用
することによって通信する。通信デバイス１００は、いずれかの通信デバイスであっても
よく、これらには限定されないが、ハンドヘルドコンピュータ、タブレットコンピュータ
、モバイル電話、メディアプレイヤー、パーソナルディジタルアシスタント（ＰＤＡ）等
を含み、そして、これらの品目の２つ又はそれ以上の組み合わせをさらに含む。当業者は
、図１に示されているデバイス構成が、通信デバイスに対する限定を構成するものではな
く、図１に示されている構成要素よりもより多くの構成要素又はより少ない構成要素を含
んでいてもよく、いくつかの構成要素を組み合わせてもよく、或いは、それらの構成要素
を異なった方法で配置してもよいということを理解することが可能である。
【００２５】
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　以下の記載は、図１を参照して、通信デバイス１００の各々の構成要素を具体的に説明
する。
【００２６】
　ＲＦ回路１１１０は、呼処理の際に、情報を受信しそして送信し、或いは、信号を受信
しそして送信し、特に、基地局からダウンリンク情報を受信し、そして、処理のためにプ
ロセッサ１１８０にそのダウンリンク情報を送信し、さらに、基地局にアップリンクデー
タを送信する、ように構成されてもよい。一般的に、ＲＦ回路は、これらには限定されな
いが、アンテナ、少なくとも１つの増幅器、トランシーバー、結合器、低雑音増幅器（Ｌ
ｏｗ　Ｎｏｉｓｅ　Ａｍｐｌｉｆｉｅｒ，　ＬＮＡ）、デュープレクサ等を含む。加えて
、ＲＦ回路１１１０は、さらに、無線通信によってネットワーク又は他のデバイスとの間
で通信してもよい。上記の無線通信は、これらには限定されないが、汎欧州ディジタル移
動電話システム（Ｇｌｏｂａｌ　Ｓｙｓｔｅｍ　ｆｏｒ　Ｍｏｂｉｌｅ　ｃｏｍｍｕｎｉ
ｃａｔｉｏｎ，　ＧＳＭ）、汎用パケット無線サービス（Ｇｅｎｅｒａｌ　Ｐａｃｋｅｔ
　Ｒａｄｉｏ　Ｓｅｒｖｉｃｅ，　ＧＰＲＳ）、符号分割多元接続（Ｃｏｄｅ　Ｄｉｖｉ
ｓｉｏｎ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅ　Ａｃｃｅｓｓ，　ＣＤＭＡ）、広帯域符号分割多元接続（
Ｗｉｄｅｂａｎｄ　Ｃｏｄｅ　Ｄｉｖｉｓｉｏｎ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅ　Ａｃｃｅｓｓ，　
ＷＣＤＭＡ）、ロングタームエボリューション（Ｌｏｎｇ　Ｔｅｒｍ　Ｅｖｏｌｕｔｉｏ
ｎ，　ＬＴＥ）、電子メール、ショートメッセージサービス（Ｓｈｏｒｔ　Ｍｅｓｓａｇ
ｉｎｇ　Ｓｅｒｖｉｃｅ，　ＳＭＳ）等を含むいずれかの通信規格又はプロトコルを使用
してもよい。
【００２７】
　メモリ１１２０は、ソフトウェアプログラム及びモジュールを格納するように構成され
てもよい。メモリ１１２０に格納されているソフトウェアプログラム及びモジュールを実
行することによって、プロセッサ１１８０は、通信デバイスによってさまざまな機能及び
アプリケーションを実行し、そして、データを処理する。メモリ１１２０は、主に、プロ
グラム格納領域及びデータ格納領域を含んでもよく、プログラム格納領域は、オペレーテ
ィングシステム、少なくとも１つの機能によって要求される（音再生機能又は画像再生機
能等の）アプリケーションプログラム等を格納してもよく、データ格納領域は、通信デバ
イスの使用にしたがって作成される（音声データ又は電話帳等の）データを格納してもよ
い等である。さらに、メモリ１１２０は、高速ランダムアクセスメモリを含んでもよく、
少なくとも１つの磁気ディスクメモリ構成要素、フラッシュメモリ構成要素等の不揮発性
メモリ、又は他の揮発性固体メモリ構成要素をさらに含んでもよい。
【００２８】
　入力ユニット１１３０は、入力ジェスチャー情報或いは数字情報又は文字情報を受信し
、そして、通信デバイス１００のユーザ設定及び機能制御と関連付けられているキー信号
入力を生成する、ように構成されてもよい。具体的には、入力ユニット１１３０は、タッ
チスクリーン１１３１及び他の入力デバイス１１３２を含んでもよい。タッチスクリーン
１１３１は、そのタッチスクリーン１１３１への又はそのタッチスクリーン１１３１の近
傍へのユーザの（例えば、指又はタッチペン等のいずれかの適切な対象物又は付属物を使
用することによって、ユーザがそのタッチスクリーン１１３１に又はそのタッチスクリー
ン１１３１の近傍に行う操作等の）タッチ操作を収集し、そして、あらかじめ設定された
プログラムにしたがって、対応する接続されている装置を駆動させてもよい。具体的には
、タッチ操作は、圧力操作、（滑らせる操作又はドラッグ操作等の）タッチ操作、タップ
操作、マルチタッチ操作、ボタン入力、タッチホールド入力等の操作手法のうちの１つ又
は複数の操作手法を含んでもよい。選択的に、タッチスクリーン１１３１は、タッチセン
サ（Ｔｏｕｃｈ　Ｓｅｎｓｏｒ）及び／又は圧力センサ（Ｆｏｒｃｅ　Ｓｅｎｓｏｒ）を
含んでもよく、ユーザのタッチ信号及び／又は圧力信号を検出し、そのタッチ信号をタッ
チ点座標、ジェスチャー追跡、及び他の情報へと変換し、圧力信号を圧力値及び他の情報
へと変換し、プロセッサ１１８０に上記の情報を送信し、そして、プロセッサ１１８０が
送信したコマンドを受信して実行する、ように構成される。さらに、タッチスクリーン１
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１３１は、抵抗性タイプ、容量性タイプ、赤外線、及び表面音響波等の複数のタイプを使
用することによって実装されてもよい。入力ユニット１１３０は、タッチスクリーン１１
３１のほかに他の入力デバイス１１３２を含んでもよい。具体的には、他の入力デバイス
１１３２は、これらには限定されないが、物理的なキーボード、（音量操作キー又はオン
／オフキー等の）機能キー、トラックボール、マウス、ジョイスティック等のうちの１つ
又は複数を含んでもよい。
【００２９】
　ユーザが入力した情報又はユーザに提供される情報、及び通信デバイスのさまざまなメ
ニューを表示するように、ディスプレイユニット１１４０を構成してもよい。ディスプレ
イユニット１１４０は、ディスプレイスクリーン１１４１を含んでいてもよい。選択的に
、ディスプレイスクリーン１１４１を構成するのに、液晶表示装置（Ｌｉｑｕｉｄ　Ｃｒ
ｙｓｔａｌ　Ｄｉｓｐｌａｙ，　ＬＣＤ）又は有機発光ダイオード（Ｏｒｇａｎｉｃ　Ｌ
ｉｇｈｔ－Ｅｍｉｔｔｉｎｇ　Ｄｉｏｄｅ，　ＯＬＥＤ）等の形態を使用してもよい。さ
らに、タッチスクリーン１１３１は、ディスプレイスクリーン１１４１を覆っていてもよ
い。タッチスクリーン１１３１への又はタッチスクリーン１１３１の近傍へのタッチ操作
を検出した後に、タッチスクリーン１１３１は、タッチイベントのタイプを決定するため
にプロセッサ１１８０にそのタッチ操作を送信し、そして、プロセッサ１１８０は、その
タッチイベントのタイプにしたがって、ディスプレイスクリーン１１４１に対応する視覚
的な出力を提供する。図１においては、タッチスクリーン１１３１及びディスプレイスク
リーン１１４１は、２つの独立した構成要素として使用されて、通信デバイスの入力機能
及び出力機能を実装する。一方で、いくつかの実施形態においては、タッチスクリーン１
１３１及びディスプレイスクリーン１１４１は、一体化されて、通信デバイスの入力機能
及び出力機能を実装してもよい。
【００３０】
　通信デバイスは、圧力センサ、光センサ、動きセンサ、又は他のセンサ等の少なくとも
１つのセンサ１１５０をさらに含んでもよい。タッチスクリーンの中に位置していること
のほかに、圧力センサは、通信デバイスのサイドフレームに位置していてもよい。サイド
フレームが強く押される場合に、その圧力センサは、強く推す圧力の値を検出してもよい
。光センサは、周辺光センサ及び近接センサを含んでもよい。周辺光センサは、周辺光の
明度にしたがって、ディスプレイスクリーン１１４１の輝度を調節してもよく、光センサ
は、通信デバイスが耳に近づくときに、ディスプレイスクリーン１１４１及び／又はバッ
クライトをオフにしてもよい。１つの動きセンサとして、加速度センサは、（一般的には
、３つの軸である）各々の方向の加速度の値を検出してもよく、加速度センサが静止して
いるときに、重力の値及び方向を検出してもよく、通信デバイスの（横方向モードと縦方
向モードとの間のスクリーンの切り替え、関連するゲーム、又は磁気探知器姿勢校正等の
）姿勢を認識するためのアプリケーション又は（歩数計又はノック等の）振動認識に関連
付けられている機能等によって使用されてもよい。通信デバイスにさらに配置されてもよ
いジャイロスコープ、気圧計、湿度計、温度計、又は赤外線センサ等の他のセンサについ
ては、本明細書においては、詳細は説明されない。図１は、センサ１１５０を示している
が、センサは、通信デバイスの必須の部分ではなく、本発明の本質を変更することなく、
必要に応じて省略してもよいということを理解することが可能である。
【００３１】
　音声周波数回路１１６０、スピーカ１１６１、及びマイクロフォン１１６２は、ユーザ
と通信デバイスとの間の音声インターフェイスを提供してもよい。音声周波数回路１１６
０は、受信した音声データを電気信号へと変換し、そして、スピーカ１１６１にその電気
信号を送信してもよく、スピーカ１１６１は、その電気信号を出力用の音信号へと変換す
る。さらに、マイクロフォン１１６２は、収集した音信号を電気信号へと変換し、音声周
波数回路１１６０は、その電気信号を受信し、その電気信号を音声データへと変換し、処
理のためにプロセッサ１１８０にその音声データを出力して、例えば、ＲＦ回路１１１０
を使用することによって他の通信デバイスに音声データを送信するか、又は、さらなる処



(10) JP 6663502 B2 2020.3.11

10

20

30

40

50

理のためにメモリ１１２０にその音声データを出力する。
【００３２】
　ＷｉＦｉ回路１１７０は、近距離無線送信技術に属している。通信デバイスは、ＷｉＦ
ｉ回路１１７０を使用することによって、ユーザが電子メールを送受信し、ウェブページ
を閲覧し、ストリーミングメディアにアクセス等するのを支援してもよい。ＷｉＦｉ回路
１１７０は、無線広帯域インターネットアクセスをユーザに提供する。
【００３３】
　プロセッサ１１８０は、通信デバイスの制御中枢であり、さまざまなインターフェイス
及び線路を使用することによって通信デバイス全体のすべての部分に接続され、メモリ１
１２０に格納されているソフトウェアプログラム及び／又はモジュールを起動又は実行す
るとともにメモリ１１２０に格納されているデータを呼び出すことによって、通信デバイ
スのさまざまな機能を実行するとともにデータを処理して、通信デバイスにおける全体的
なモニタリングを実行する。選択的に、プロセッサ１１８０は、１つ又は複数の処理ユニ
ットを含んでもよい。好ましくは、アプリケーションプロセッサ及びモデムプロセッサを
一体化して、プロセッサ１１８０としてもよい。アプリケーションプロセッサは、主に、
オペレーティングシステム、ユーザインターフェイス、及びアプリケーションプログラム
等を処理し、モデムプロセッサは、主に、無線通信を処理する。モデムプロセッサは、プ
ロセッサ１１８０に一体化されなくてもよいということを理解することが可能である。
【００３４】
　通信デバイスは、（バッテリー等の）電源１１９０をさらに含み、電源１１９０は、す
べての部分に電力を供給する。好ましくは、電源は、電力管理システムを使用することに
よって、プロセッサ１１８０に論理的に接続されて、その電力管理システムを使用するこ
とによって、充放電管理及び電力消費管理等の機能を実装してもよい。
【００３５】
　通信デバイスは、カメラ、ブルートゥースモジュール、ＧＰＳモジュール等をさらに含
み、それらは、明細書全体を通じて示されておらず、本明細書においては詳細には説明さ
れない。
【００３６】
　図２は、本発明の１つの実施形態にしたがった図１のＷｉＦｉ回路の概略的な構成図で
ある。図２に示されているように、ＷｉＦｉ回路１１７０は、ＷｉＦｉチップ１１、Ｗｉ
Ｆｉ電力増幅回路１２、電圧源１３、バンドパスフィルタ１４、及びアンテナ１５を含む
。ＷｉＦｉチップ１１は、ＷｉＦｉ電力増幅回路１２及び電圧源１３に接続され、電圧源
１３は、さらに、ＷｉＦｉ電力増幅回路１２に接続され、バンドパスフィルタ１４は、Ｗ
ｉＦｉ電力増幅回路１２とアンテナ１５との間に接続される。アップリンクデータ送信の
間に、ＷｉＦｉチップ１１は、ＷｉＦｉ電力増幅回路１２にデータを送信し、ＷｉＦｉチ
ップ１１は、ＷｉＦｉ電力増幅回路１２に動作電圧を提供するように電圧源１３を制御し
、それによって、ＷｉＦｉ電力増幅回路１２は、その動作電圧で増幅処理を実行する。そ
の後、データは、バンドパスフィルタ１４によってフィルタリングされ、アンテナ１５に
よって送信される。ダウンリンクデータ送信の間に、アンテナ１５が受信したデータは、
バンドパスフィルタ１４によってフィルタリングされ、ＷｉＦｉ増幅回路１２に送信され
、ＷｉＦｉチップ１１は、ＷｉＦｉ電力増幅回路１２に動作電圧を提供するように電圧源
１３を制御し、ＷｉＦｉ電力増幅回路１２は、その動作電圧で増幅処理を実行して、Ｗｉ
Ｆｉチップ１１にデータを送信する。
【００３７】
　本発明のこの実施形態において、ＷｉＦｉチップ１１は、ＷｉＦｉ通信速度に適合する
とともに実際の送信電力におけるＷｉＦｉ電力増幅回路１２のための最小供給電圧を決定
し、そして、データを送信するためにＷｉＦｉ電力増幅回路１２に動作電圧を提供する、
ように構成され、動作電圧は、最小供給電圧よりも低くはなく、且つ、最大供給電圧より
も低い電圧である。ＷｉＦｉチップ１１は、データを送信するためにＷｉＦｉ電力増幅回
路１２に動作電圧を提供するように電圧源１３を制御する。ＷｉＦｉ通信速度は、通信デ
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バイスの物理層の速度である。
【００３８】
　本発明のこの実施形態において、ユーザは、通信デバイスのＷｉＦｉ通信機能を有効化
する。ＷｉＦｉチップ１１は、データ送信要求が存在するか否かを検出し、データ送信要
求が存在する場合には、チャネル状態にしたがって、ＷｉＦｉ電力増幅回路１２の実際の
送信電力を決定する。チャネル状態は、通信デバイス１０のＷｉＦｉ通信速度、受信信号
強度、パケット誤り率等を含む。例えば、通信デバイスがＷｉＦｉアクセスポイントの比
較的近くにある場合には、ＷｉＦｉ信号品質は比較的良好であり、ＷｉＦｉ電力増幅回路
１２の送信電力を減少させることが可能である、すなわち、ＷｉＦｉ増幅回路１２の動作
電圧を減少させることが可能である。
【００３９】
　ＷｉＦｉチップ１１が、チャネル状態にしたがって、ＷｉＦｉ電力増幅回路１２の実際
の送信電力を決定することは、ＷｉＦｉアクセスポイントからの受信信号強度を検出する
とともに、通信デバイスがＷｉＦｉアクセスポイントにデータを送信するのに使用するＷ
ｉＦｉ通信速度を検出するステップと、受信信号強度及びＷｉＦｉ通信速度にしたがって
実際の送信電力を決定するステップと、を含む。受信信号強度及びＷｉＦｉ通信速度の双
方は、実際の送信電力との間で傾向的な逆相関を有する、すなわち、より強い受信信号強
度は、より小さな実際の送信電力を示すとともに、より高いＷｉＦｉ通信速度は、より小
さな実際の送信電力を示す。すなわち、受信信号強度等の他の条件が変化しない場合には
、より高いＷｉＦｉ通信速度は、より小さな実際の送信電力を示す。ＷｉＦｉ通信速度等
の他の条件が変化しない場合には、より強い受信信号強度は、より小さな実際の送信電力
を示す。受信信号強度及びＷｉＦｉ通信速度の双方は、実際の送信電力との間で傾向的な
逆相関を有するということを上記で説明したが、本発明においては、具体的な逆相関は限
定されない。例えば、受信信号強度等が変化しない場合には、３つの連続的に増加するＷ
ｉＦｉ通信速度Ａ、Ｂ、及びＣが存在し、すなわち、Ａ＜Ｂ＜Ｃであり、それらの対応す
る実際の送信電力は、それぞれ、ａ、ｂ、及びｃであり、ａ、ｂ、及びｃの間の関係は、
ａ＞ｂ＞ｃであってもよく、又はａ＝ｂ＞ｃであってもよい。
【００４０】
　具体的には、ＷｉＦｉチップ１１は、電力マッピングテーブルから、受信信号強度及び
ＷｉＦｉ通信速度に対応するあらかじめ設定された送信電力を探し出し、そして、ＷｉＦ
ｉ電力増幅回路の実際の送信電力としてあらかじめ設定された送信電力を決定し、電力マ
ッピングテーブルにおいては、同じ受信信号強度の下での各々のデータ送信速度は、１つ
のあらかじめ設定された送信電力に対応している。通信デバイスが実際の送信電力でＷｉ
Ｆｉアクセスポイントにデータを送信するときに生成されるパケット誤り率は、あらかじ
め設定された上限閾値よりもより低い。
【００４１】
　本発明のこの実施形態において、ＷｉＦｉ通信速度に適合するとともに実際の送信電力
におけるＷｉＦｉ電力増幅回路１２のための最小供給電圧を決定する際に、ＷｉＦｉチッ
プ１１は、ＷｉＦｉ通信速度及び実際の送信電力に対応する最小供給電圧を求めて電圧マ
ッピングテーブルを探索する。電圧マッピングテーブルは、ＷｉＦｉ通信速度、最大送信
電力、及び最小供給電圧の間の１対１のマッピング関係を記録している。各々のＷｉＦｉ
通信速度は、少なくとも２つの異なる最大送信電力に対応しており、少なくとも２つの異
なる最大送信電力は、複数の異なる最小供給電圧に個別に対応しており、電圧マッピング
テーブルにおいて対応する実際の送信電力を探索することは、実際の送信電力と同じ最大
送信電力を探索することである。
【００４２】
　最大送信電力は、ＷｉＦｉ通信プロトコルによって定義されるとともに最小供給電圧及
びＷｉＦｉ通信速度において実装することが可能である最大送信電力である。表１を参照
すると、ＷｉＦｉ通信プロトコルが一定である場合に、ＷｉＦｉ通信速度、変調スキーム
、符号化率、及び誤りベクトルの大きさ（Ｅｒｒｏｒ　Ｖｅｃｔｏｒ　Ｍａｇｎｉｔｕｄ
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ｅ，　ＥＶＭ）は、一定であり、誤りベクトルの大きさ（Ｅｒｒｏｒ　Ｖｅｃｔｏｒ　Ｍ
ａｇｎｉｔｕｄｅ，　ＥＶＭ）インジケータ要件にしたがって、或いは、それらのＥＶＭ
のいくつかのマージンが確保されているという前提のもとに、最大送信電力を決定するこ
とが可能である。
【表１】

【００４３】
　表１においては、ＢＰＳＫは、２値位相シフトキーイング変調を表し、ＱＰＳＫは、直
角位相シフトキーイング変調を表す。ＱＡＭは、直交振幅変調を表し、１６、６４、及び
２５６は、変調次数を表す。スペクトラム利用率及び物理層の速度を改善するために、電
気電子技術者協会（Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ　ｏｆ　Ｅｌｅｃｔｒｉｃａｌ　ａｎｄ　Ｅｌｅ
ｃｔｒｏｎｉｃｓ　Ｅｎｇｉｎｅｅｒｓ，　ＩＥＥＥ）規格に、６４ＱＡＭ及び２５６Ｑ
ＡＭ等の高次変調スキームを導入する。通信デバイスのＷｉＦｉ通信速度は、表１に示さ
れている。ＩＥＥＥ　８０２．１１ａｃプロトコルにしたがって、より高い変調次数は、
より高いＥＶＭインジケータ要件を課すということを理解することが可能である。ＷｉＦ
ｉ電力増幅回路１２の効率が一定である場合に、対応するＷｉＦｉ通信速度に適合する最
大送信電力は、より低くなる。
【００４４】
　表１に示されている複数の異なるＷｉＦｉ通信速度における最大送信電力は例にすぎな
いということに留意すべきである。最大送信電力は、プロトコルの変化、使用環境の相違
、及びデバイスの相違にしたがって変化してもよい。
【００４５】
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　電圧マッピングテーブルについては表２を参照するべきである。表２において、最初の
行は、複数の異なるＷｉＦｉプロトコルにしたがった複数の異なるＷｉＦｉ通信速度を表
し、表の中の１６、１５、又は１４等の値は、対応する最小供給電圧におけるＷｉＦｉ電
力増幅回路１２の最大送信電力を表し、その最大送信電力は、ＷｉＦｉ通信速度に適合す
る。最初の列Ｖｉは、ある最大送信電力におけるＷｉＦｉ電力増幅回路１２のための最小
供給電圧を表し、その最小供給電圧は、対応するＷｉＦｉ通信速度に適合する。ＶＣＣ＿
ｍａｘは、最大供給電圧を表し、Ｄｅｌｔａは、２つの隣接する供給電圧の間の電位差を
表し、その電位差の値は、自由に設定されてもよい。１１ｂ、ｇ、ｎ、及びａｃは、複数
の異なるＷｉＦｉプロトコルを表し、１Ｍ、６Ｍ、…、ＭＣＳ８、ＭＣＳ９は、物理層の
速度を表す。
【表２】

【００４６】
　表２の中で、ある特定のＷｉＦｉ通信速度において、最大送信電力に対応する最小供給
電圧は、ＷｉＦｉ電力増幅回路１２が最大送信電力を送信するのに使用することが可能で
ある最小供給電圧である。ＷｉＦｉ電力増幅回路１２に提供されるとともに電圧マッピン
グテーブルの中の最小供給電圧よりも低くはない供給電圧は、ＷｉＦｉ電力増幅回路１２
が最大送信電力を送信することが可能であるという要件に適合することが可能である。例
えば、１１ｂ／１ＭのＷｉＦｉ通信速度の条件のもとで、最大送信電力が１４［ｄＢｍ］
である場合には、ＷｉＦｉ電力増幅回路１２のための最小供給電圧は、ＶＣＣ＿ｍａｘ－
２×Ｄｅｌｔａであり、そして、ＷｉＦｉ電力増幅回路１２の動作電圧として使用される
場合には、最小供給電圧に等しいか又はより高い電圧ＶＣＣ＿ｍａｘ－Ｄｅｌｔａ及びＶ
ＣＣ＿ｍａｘは、ＷｉＦｉ電力増幅回路１２が送信する送信電力が１４［ｄＢｍ］である
という要件に適合することが可能である。最大供給電圧は、ＶＣＣ＿ｍａｘである。
【００４７】
　表２に示されているＷｉＦｉ通信速度、最大送信電力、及び最小供給電圧の間のマッピ
ング関係は、例にすぎず、プロトコルの変化、使用環境の相違、及びデバイスの相違にし
たがって変化してもよいということに留意すべきである。
【００４８】
　本発明のこの実施形態において、データを送信するためにＷｉＦｉ電力増幅回路１２に
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動作電圧を提供した後に、ＷｉＦｉチップ１１は、データの送信に成功したか否かを決定
し、送信に失敗した場合に、ＷｉＦｉ電力増幅回路１２の実際の動作電圧として最大供給
電圧を使用することによってデータを再送信するために、ＷｉＦｉ電力増幅回路にその最
大供給電圧を提供するように電圧源１３を制御する。送信に成功した場合には、ＷｉＦｉ
チップ１１は、そのデータが完全に送信されたか否かを決定する。送信が完了している場
合には、そのデータの現在の送信は終了し、ＷｉＦｉ電力増幅回路１２への電力供給は停
止する。送信が完了していない場合には、送信されていないデータの送信を継続するため
に、実際の送信電力におけるＷｉＦｉ電力増幅回路１２のための最小供給電圧を再決定し
、その最小供給電圧は、ＷｉＦｉ通信速度に適合する。本発明のこの実施形態においては
、データの送信に成功したか否かを決定するために、送信されるデータの中にパリティビ
ットを設定してもよく、そして、データが完全に送信されたか否かを決定するために、そ
のデータの最後にフラグビットを設定してもよい。もちろん、他の方法を使用してもよく
、本明細書においては、このことは限定されない。
【００４９】
　本発明のこの実施形態においては、ＷｉＦｉチップ１１は、ＷｉＦｉ通信速度及びＷｉ
Ｆｉ電力増幅回路１２の実際の送信電力にしたがって電圧マッピングテーブルを探索する
ことによって、ＷｉＦｉ通信速度に適合するとともにＷｉＦｉ電力増幅回路１２のための
最小供給電圧を決定し、そして、データを送信するためにＷｉＦｉ電力増幅回路１２に供
給電圧を提供し、動作電圧は、最小供給電圧よりも低くはなく、且つ、最大供給電圧より
も低い電圧である。この方法によって、ＷｉＦｉ電力増幅回路１２の実際の送信電力にし
たがって、ＷｉＦｉ電力増幅回路１２のための供給電圧を動的に調整し、ＷｉＦｉ電力消
費を減少させ、通信デバイスの使用期間を長くし、ユーザイクスペアリアンスを改善する
。
【００５０】
　上記の実施形態において、最小供給電圧を選択してもよく、この場合には、電力消費は
、最も低くなり、或いは、その最小供給電圧よりも高いが最大供給電圧よりも低いいずれ
かの供給電圧を選択してもよい。もちろん、上記の電圧が通信要件に適合することができ
ない場合には、さらに、最大供給電圧を選択してもよい。
【００５１】
　さらに、上記の実施形態にしたがって、電力マッピングテーブルを探索することによっ
て、実際の送信電力を選択してもよく、或いは、受信信号強度を考慮することなく、その
デバイスによるあらかじめ設定された送信電力を直接的に選択してもよい。
【００５２】
　図３は、図１の第１の実施形態にしたがって通信デバイスの電力消費を減少させる装置
の概略的な構成図である。装置２０は、電圧決定モジュール２１及び電力供給モジュール
２２を含む。電圧決定モジュール２１は、実際の送信電力におけるＷｉＦｉ電力増幅回路
のための最小供給電圧を決定するように構成され、その最小供給電圧は、ＷｉＦｉ通信速
度に適合する。電力供給モジュール２２は、電圧決定モジュール２１に接続されて、デー
タを送信するためにＷｉＦｉ電力増幅回路に動作電圧を提供するように構成され、その動
作電圧は、最小供給電圧よりも低くはなく、且つ、最大供給電圧よりも低い電圧である。
【００５３】
　好ましくは、電圧決定モジュール２１は、ＷｉＦｉ通信速度及び実際の送信電力に対応
する最小供給電圧を求めて電圧マッピングテーブルを探索するように構成される。具体的
には、電圧マッピングテーブルについては、上記の表２を参照するべきである。電圧マッ
ピングテーブルは、ＷｉＦｉ通信速度、最大送信電力、及び最小供給電圧の間の１対１の
マッピング関係を記録し、各々のＷｉＦｉ通信速度は、少なくとも２つの異なる最大送信
電力に対応しており、少なくとも２つの異なる最大送信電力は、複数の異なる最小供給電
圧に個別に対応しており、最大送信電力は、ＷｉＦｉ通信プロトコルによって定義される
とともに最小供給電圧及びＷｉＦｉ通信速度において実装することが可能である最大送信
電力であり、電圧マッピングテーブルにおいて対応する実際の送信電力を探索することは
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、実際の送信電力と同じ最大送信電力を探索することである。
【００５４】
　図４を参照して、装置２０は、決定モジュール２３及び検出モジュール２４をさらに含
む。電圧決定モジュール２１が、ＷｉＦｉ通信速度に適合するとともに実際の送信電力に
おけるＷｉＦｉ電力増幅のための最小供給電圧を決定するステップは、あらかじめ設定さ
れた条件を満足する場合に実行され、そのあらかじめ設定された条件は、検出モジュール
２４がデータ送信要求を検出するという条件である。検出モジュール２４が、通信デバイ
スがいかなるデータ送信要求も有していないということを検出する場合には、電力供給モ
ジュール２２は、ＷｉＦｉ電力増幅回路への電力の供給を停止する。
【００５５】
　図５を参照して、装置２０は、電力決定モジュール２５をさらに含む。電圧決定モジュ
ール２１が、ＷｉＦｉ通信速度に適合するとともに実際の送信電力におけるＷｉＦｉ電力
増幅回路のための最小供給電圧を決定する前に、電力決定モジュール２５は、ＷｉＦｉア
クセスポイントからの受信信号強度を検出するとともに、通信デバイスがＷｉＦｉアクセ
スポイントにデータを送信するのに使用するＷｉＦｉ通信速度を検出し、そして、受信信
号強度及びＷｉＦｉ通信速度にしたがって実際の送信電力を決定するように構成され、よ
り強い受信信号強度は、より小さな実際の送信電力を示すとともに、より高いＷｉＦｉ通
信速度は、より小さな実際の送信電力を示す。具体的には、電力決定モジュール２５は、
さらに、電力マッピングテーブルから、受信信号強度及びＷｉＦｉ通信速度に対応するあ
らかじめ設定された送信電力を探し出し、そして、ＷｉＦｉ電力増幅回路の実際の送信電
力としてあらかじめ設定された送信電力を決定し、電力マッピングテーブルにおいては、
同じ受信信号強度の下での各々のデータ送信速度は、１つのあらかじめ設定された送信電
力に対応している。通信デバイスが実際の送信電力でＷｉＦｉアクセスポイントにデータ
を送信するときに生成されるパケット誤り率は、あらかじめ設定された上限閾値よりもよ
り低い。
【００５６】
　電力供給モジュール２２が、データを送信するためにＷｉＦｉ電力増幅回路に動作電圧
を提供した後に、決定モジュール２３は、データの送信に成功したか否かを決定するよう
に構成される。送信に失敗した場合に、電力供給モジュール２２は、ＷｉＦｉ電力増幅回
路の実際の動作電圧として最大供給電圧を使用することによってそのデータを再送信する
。送信に成功した場合には、そのデータが完全に送信されたか否かを決定する。送信が完
了している場合には、電力供給モジュール２２は、ＷｉＦｉ電力増幅回路への電力の供給
を停止する、すなわち、ＷｉＦｉ電力増幅回路のための供給電圧は０となる。そのデータ
が完全には送信されていない場合には、電圧決定モジュール２１は、そのデータの送信を
継続するために、実際の送信電力におけるＷｉＦｉ電力増幅回路のための最小供給電圧を
再決定し、その最小供給電圧は、ＷｉＦｉ通信速度に適合する。本発明のこの実施形態に
おいては、データの送信に成功したか否かを決定するために、送信されるデータの中にパ
リティビットを設定してもよく、そして、そのデータが完全に送信されたか否かを決定す
るために、そのデータの最後にフラグビットを設定してもよい。もちろん、他の方法を使
用してもよく、本明細書においては、このことは限定されない。この方法によって、本発
明のこの実施形態においては、ＷｉＦｉ電力増幅回路がデータを送信するのに必要とする
送信電力にしたがって、ＷｉＦｉ電力増幅回路のための供給電圧を動的に調整し、それに
よって、通信デバイスの電力消費を減少させることが可能であるとともに、通信デバイス
の使用期間を長くすることが可能であり、そして、ユーザイクスペアリアンスを改善する
ことが可能である。
【００５７】
　図６に示されているように、１つの例として、モバイル電話を使用する。鉛直方向の座
標は、通信デバイスのバッテリー端子における電流であり、水平方向の座標は、ＷｉＦｉ
電力増幅器の実際の送信電力である。１つの例として、ＷｉＦｉ　５Ｇ　５４Ｍを使用す
る。受信信号強度が－５５［ｄＢｍ］を上回る場合に、そのモバイル電話の送信電力１０
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［ｄＢｍ］は、正常なスループットの要件に適合することが可能である。バッテリー端子
における電流は、おおよそ５１％だけ節約され、ＷｉＦｉ電力増幅回路の動作電圧は、４
．２［Ｖ］から１．８［Ｖ］へと減少させられ、送信電力は、１０［ｄＢｍ］に維持され
、そして、電力消費は、おおよそ５１％だけ減少させられる。
【００５８】
　本発明のこの実施形態にしたがった装置は、ＷｉＦｉ通信システム又は直交周波数分割
多重化変調を使用するマルチレート通信システムに適用可能である。
【００５９】
　図７は、本発明の第１の実施形態にしたがって通信デバイスの電力消費を減少させる方
法の概略的なフローチャートである。図７に示されているように、本発明のこの実施形態
にしたがって通信デバイスの電力消費を減少させる方法は、以下のステップを含む。
【００６０】
　Ｓ１０．　ＷｉＦｉ通信速度に適合するとともに実際の送信電力におけるＷｉＦｉ電力
増幅回路のための最小供給電圧を決定する。
【００６１】
　Ｓ１０は、あらかじめ設定された条件を満足する場合に実行され、そのあらかじめ設定
された条件は、データ送信要求を検出するという条件である。通信デバイスがいかなるデ
ータ送信要求も有していないということを検出する場合には、ＷｉＦｉ電力増幅回路への
電力の供給を停止する。
【００６２】
　Ｓ１０の前に、ＷｉＦｉ電力増幅回路の実際の送信電力は、チャネル状態にしたがって
決定される。そのチャネル状態は、さらに、受信信号強度及びパケット誤り率等に関連付
けられている。例えば、通信デバイスがＷｉＦｉアクセスポイントの比較的近くにある場
合には、ＷｉＦｉ信号品質は比較的良好であり、ＷｉＦｉ電力増幅回路の送信電力を減少
させることが可能である、すなわち、ＷｉＦｉ電力増幅回路のための供給電圧を減少させ
ることが可能である。Ｓ１０の前に、当該方法は、ＷｉＦｉアクセスポイントからの受信
信号強度を検出するとともに、通信デバイスがＷｉＦｉアクセスポイントにデータを送信
するのに使用するＷｉＦｉ通信速度を検出するステップと、受信信号強度及びＷｉＦｉ通
信速度にしたがって実際の送信電力を決定するステップと、を含み、より強い受信信号強
度は、より小さな実際の送信電力を示すとともに、より高いＷｉＦｉ通信速度は、より小
さな実際の送信電力を示す。具体的には、受信信号強度及びＷｉＦｉ通信速度に対応する
あらかじめ設定された送信電力は、電力マッピングテーブルの中で探し出され、そして、
あらかじめ設定された送信電力は、ＷｉＦｉ電力増幅回路の実際の送信電力として決定さ
れ、電力マッピングテーブルにおいては、同じ受信信号強度の下での各々のデータ送信速
度は、１つのあらかじめ設定された送信電力に対応している。データが実際の送信電力で
ＷｉＦｉアクセスポイントに送信されるときに生成されるパケット誤り率は、あらかじめ
設定された上限閾値よりもより低い。
【００６３】
　Ｓ１０において、電圧マッピングテーブルは、ＷｉＦｉ通信速度及び実際の送信電力に
対応する最小供給電圧を求めて探索される。電圧マッピングテーブルは、ＷｉＦｉ通信速
度、最大送信電力、及び最小供給電圧の間の１対１のマッピング関係を記録し、各々のＷ
ｉＦｉ通信速度は、少なくとも２つの異なる最大送信電力に対応しており、少なくとも２
つの異なる最大送信電力は、複数の異なる最小供給電圧に個別に対応しており、最大送信
電力は、ＷｉＦｉ通信プロトコルによって定義されるとともに最小供給電圧及びＷｉＦｉ
通信速度において実装することが可能である最大送信電力であり、電圧マッピングテーブ
ルにおいて対応する実際の送信電力を探索することは、実際の送信電力と同じ最大送信電
力を探索することである。
【００６４】
　Ｓ１１．　データを送信するためにＷｉＦｉ電力増幅回路に動作電圧を提供し、動作電
圧は、最小供給電圧よりも低くはなく、且つ、最大供給電圧よりも低い電圧である。
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【００６５】
　動作電圧が、データを送信するためにＷｉＦｉ電力増幅回路に提供された後に、当該方
法は、
　データの送信に成功したか否かを決定するステップと、送信に失敗した場合に、ＷｉＦ
ｉ電力増幅回路の実際の動作電圧として最大供給電圧を使用することによってそのデータ
を再送信するステップと、をさらに含む。送信に成功した場合には、そのデータの送信に
成功したか否かを決定し、送信に失敗した場合には、そのデータは、ＷｉＦｉ電力増幅器
の実際の動作電圧として最大供給電圧を使用することによって再送信される。送信に成功
した場合には、そのデータが完全に送信されたか否かを決定する。そのデータが完全に送
信された場合には、ＷｉＦｉ電力増幅器への電力の供給は停止する、すなわち、ＷｉＦｉ
電力増幅器への電圧の出力は０となり、データ送信要求が存在するか否かを検出するステ
ップが続く。具体的には、図８を参照するべきである。
【００６６】
　Ｓ２００．　ＷｉＦｉを有効化し、ＡＰに接続する。すなわち、通信デバイスのＷｉＦ
ｉ機能を有効化する。
【００６７】
　Ｓ２０１．　送信するデータが存在するか否かを決定する。送信するデータが存在する
場合には、Ｓ２０２を実行し、送信するデータが存在しない場合には、Ｓ２０３を実行す
る。
【００６８】
　Ｓ２０２．　現在のチャネル状態にしたがって、通信デバイスの中のＷｉＦｉ電力増幅
器の実際の送信電力を決定する。
【００６９】
　チャネル状態は、通信デバイスの物理層の速度を含む。本発明のこの実施形態において
は、そのチャネル状態は、さらに、受信信号強度及びパケット誤り率等に関連付けられて
いる。例えば、通信デバイスがＷｉＦｉアクセスポイントの比較的近くにある場合には、
ＷｉＦｉ信号品質は比較的良好であり、ＷｉＦｉ電力増幅回路の送信電力を減少させるこ
とが可能である、すなわち、ＷｉＦｉ電力増幅回路のための供給電圧を減少させることが
可能である。
【００７０】
　Ｓ２０２において、ＷｉＦｉアクセスポイントからの受信信号強度が検出されるととも
に、通信デバイスがＷｉＦｉアクセスポイントにデータを送信するのに使用するＷｉＦｉ
通信速度が検出され、実際の送信電力が、受信信号強度及びＷｉＦｉ通信速度にしたがっ
て決定され、より強い受信信号強度は、より小さな実際の送信電力を示すとともに、より
高いＷｉＦｉ通信速度は、より小さな実際の送信電力を示す。具体的には、受信信号強度
及びＷｉＦｉ通信速度に対応するあらかじめ設定された送信電力は、電力マッピングテー
ブルの中で探し出され、そして、あらかじめ設定された送信電力は、ＷｉＦｉ電力増幅回
路の実際の送信電力として決定され、電力マッピングテーブルにおいては、同じ受信信号
強度の下での各々のデータ送信速度は、１つのあらかじめ設定された送信電力に対応して
いる。データが実際の送信電力でＷｉＦｉアクセスポイントに送信されるときに生成され
るパケット誤り率は、あらかじめ設定された上限閾値よりもより低い。Ｓ２０４に移動す
る。
【００７１】
　Ｓ２０３．　供給電圧Ｖｃｃ＝０とする。送信されるいかなるデータも存在しない場合
には、通信デバイスの中のＷｉＦｉ電力増幅回路のための供給電圧は０となるということ
が、デフォルトで考慮される、すなわち、ＷｉＦｉ電力増幅回路への電力供給は停止する
。Ｓ２０１に移動する。
【００７２】
　Ｓ２０４．　ＷｉＦｉ通信速度に適合するとともに実際の送信電力におけるＷｉＦｉ電
力増幅回路のための最小供給電圧を決定する。
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【００７３】
　Ｓ２０４においては、電圧マッピングテーブルは、ＷｉＦｉ通信速度及び実際の送信電
力に対応する最小供給電圧を求めて探索される。電圧マッピングテーブルは、ＷｉＦｉ通
信速度、最大送信電力、及び最小供給電圧の間の１対１のマッピング関係を記録し、各々
のＷｉＦｉ通信速度は、少なくとも２つの異なる最大送信電力に対応しており、少なくと
も２つの異なる最大送信電力は、複数の異なる最小供給電圧に個別に対応しており、最大
送信電力は、ＷｉＦｉ通信プロトコルによって定義されるとともに最小供給電圧及びＷｉ
Ｆｉ通信速度において実装することが可能である最大送信電力であり、電圧マッピングテ
ーブルにおいて対応する実際の送信電力を探索することは、実際の送信電力と同じ最大送
信電力を探索することである。
【００７４】
　Ｓ２０５．　動作電圧Ｖｃｃを最小供給電圧Ｖｉへと自動的に調整し、データを送信す
るためにＷｉＦｉ電力増幅回路にその最小動作電圧を提供する。
【００７５】
　Ｓ２０６．　データの送信に成功したか否かを決定する。送信に成功した場合には、Ｓ
２０８を実行し、送信に失敗した場合には、Ｓ２０７を実行する。
【００７６】
　Ｓ２０７．　動作電圧Ｖｃｃ＝Ｖｍａｘとする。すなわち、そのデータを再送信するた
めに動作電圧を最大供給電圧へと調整する。
【００７７】
　ステップＳ２０７において、さらに、その最小供給電圧よりも高く、且、最大供給電圧
よりも低いいずれかの供給電圧へと、ＷｉＦｉ電力増幅回路の動作電圧を調整してもよい
。もちろん、上記の電圧が通信要件に適合することができない場合には、さらに、ＷｉＦ
ｉ電力増幅器の動作電圧として最大供給電圧を選択してもよい。
【００７８】
　Ｓ２０８．　データが完全に送信されたか否かを決定する。データが完全に送信された
場合には、Ｓ２０１に戻り、或いは、データが完全に送信されなかった場合には、Ｓ２０
２に戻る。そのデータが完全に送信されている場合には、そのデータの現在の送信は終了
し、Ｓ２０１が再び実行されて、送信されるデータが存在するか否かを決定し、その結果
、次のデータ送信を実行する。そのデータが完全には送信されていない場合には、最小供
給電圧にしたがって送信されていないデータの送信を継続するために、現在のチャネル状
態にしたがってＷｉＦｉ電力増幅回路の送信電力を再決定する。本発明のこの実施形態に
おいては、データの送信に成功したか否かを決定するために、送信されるデータの中にパ
リティビットを設定してもよく、そして、データが完全に送信されたか否かを決定するた
めに、そのデータの最後にフラグビットを設定してもよい。もちろん、他の方法を使用し
てもよく、本明細書においては、このことは限定されない。
【００７９】
　本発明のこの実施形態においては、上記の方法は、ＷｉＦｉ通信システム又は直交周波
数分割多重化変調を使用するマルチレート通信システムに適用可能である。
【００８０】
　結論として、本発明においては、ＷｉＦｉ通信速度に適合するとともに実際の送信電力
におけるＷｉＦｉ電力増幅回路のための最小供給電圧が決定され、そして、データを送信
するためにＷｉＦｉ電力増幅回路に動作電圧が提供され、その動作電圧は、最小供給電圧
よりも低くはなく、且つ、最大供給電圧よりも低い電圧である。通信デバイスがデータを
送信するのに必要とする送信電力にしたがって、通信デバイスの中の電力増幅器のための
供給電圧を動的に調整することが可能であり、通信システムの電力消費を減少させる。
【００８１】
　上記の記載は、本発明の実施形態に過ぎず、本発明の保護の範囲は、これらには限定さ
れない。本明細書の内容及び本発明にしたがった複数の添付の図面にしたがって、或いは
、他の関連する技術分野において本発明を直接的に又は非直接的に適用することによって
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得られるすべての等価な構成上の変更又はプロセスの変更は、本発明の保護の範囲に属す
るものとする。

【図１】 【図２】

【図３】
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